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研究成果の概要（和文）：食品由来のリスクを低減するためには、リスク管理者（行政）、リスク評価者、市民、その
他関係者が情報や意見を交換するリスクコミュニケーションが重要である。その促進のために、①市民のリスク知覚構
造や情報理解、食品選択行動を解明し、②専門家と市民との双方向のリスクコミュニケーションモデルを開発し、実施
実験によって効果を検証した。あわせて、③フードコミュニケーションテキストの構想を立てた。また、④食品事業者
の倫理、消費者の食と農への倫理的な関与、⑤食品衛生技術者のプロフェッション（専門職業）を確立するために、広
く海外・国内の事例調査研究を行った。

研究成果の概要（英文）：Risk communication, an interactive exchange of information and opinions 
concerning risks among risk managers, risk assessors, citizens and other interested parties, is 
considered the most　critical element in the risk analysis process. To promote risk communication, we 
succeeded in: 1) elucidating the characteristics of public risk perception, understanding of information 
and food choice behavior; 2) developing an interactive risk communication model with experts and 
citizens, and examining the effect by experimentation, and; 3) drawing up a design of a food 
communication text. In addition, we developed case studies locally and internationally to establish 
ethics of food business operators, ethical commitments of consumers to food and agriculture, and 
profession of food hygiene engineers.

研究分野： 農業経済学、フードシステム論、リスクコミュニケーション論

キーワード： 双方向リスクコミュニケーション　リスク知覚構造　リスク認知　食品由来リスク　放射性物質の健康
影響　食と農の倫理　食品技術者のプロフェション　専門職業組織
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
人と動物の共通感染症や食中毒、化学物質

汚染を予防する食品安全確保が、世界的に社
会的な課題となっている。科学的データに基
づいた措置が求められ、WHO/FAO が合同で
組織するコーデックス委員会が各国政府に
対して、リスク管理、リスク評価、リスクコ
ミュニケーションによりリスク低減をはか
る「リスクアナリシス」の枠組みを示し、定
着に努められている。このような食品安全行
政には、科学的な知見や分析方法を提供する
科学（レギュラトリーサイエンス）の支援が
必須であり、本研究はその一翼を担う。 
 
２．研究の目的 
リスクアナリシスの最重要とされる要素

がリスクとそれに関連する情報と意見を交
換するリスクコミュニケーションである。本
研究では、(1) 関係者の間のコミュニケーシ
ョン・ギャップの解消に向けて、国際調査研
究によりリスク知覚構造等を解明し、(2) 双
方向で密なリスクコミュニケーションモデ
ルを提示し、実証実験により効果を検証する。
さらに、(3)リスク認知の基礎となる食に関す
るコミュニケーション・テキストを作成する。
また、関係者の信頼の基礎となる、(4) 農業・
食品事業者・消費者の倫理的行動を探求し、
テキストを構想するとともに、(5) 食品衛生
管理者のプロフェッション（専門職業）の確
立に向けて職業や教育の制度を検討した。 
 
３．研究の方法 
食品安全分野の研究や実験経済学に携わ

る農業経済研究者、食品衛生学、獣医学、公
衆衛生学、社会心理学、法学、哲学などの自
然科学・人文社会科学の学際的な研究チーム
を組織した。リスク知覚の構造や消費者行動
は、社会心理学、行動経済学の方法にもとづ
いて、配布や Web を通じた質問紙や対面によ
る実験調査を実施してデータを集め、定量的
分析法を用いて解析した。リスクコミュニケ
ーションの効果の検証にも同様の方法を使
った。倫理やプロフェッションの探求につい
ては、倫理学、社会学などの蓄積を元に文献
研究や広く国内外の関係する機関や団体へ
のヒアリング調査を通じてアプローチした。 
 
４．研究成果 
研究開始後 2011 年 3 月に福島第一原子力

発電所事故の緊急事態に直面し、市民の間に
放射性物質の健康影響への不安が高まり、そ
れに対応するリスク知覚、リスクコミュニケ
ーション研究に重点を置くことになった。 
 

(1) 課題 1-1) 健康に悪影響を与える可能性
のある食品中のハザード（危害因子）は、微
生物や化学物質、物理的な作用を及ぼすもの
など多岐にわたる。それらによって引き起こ
されるリスクは、「健康に悪影響が発生する
確率（起こりやすさ）とその重篤度（深刻さ）

の関数」（コーデックス委員会）として定義
され、専門家は科学的なデータをもとに推定
する。他方、市民は様々な認知的な要因を連
結した複雑なリスクの概念をもち、直感的に
リスクを評価しており、その違いがコミュニ
ケーション・ギャップを生んでいるといわれ
る（Slovic 1999）。 
①本研究では、複雑とされる市民のリスク

知覚構造を解明した。これまで、リスクの性
質に対する認知、知識や感情などの個人的な
要因、政府や専門家への信頼などの社会的な
要因からなる知覚構造の概念仮説が示され
ていた（Rohrmann ら 2000、Slovic 1999）。本
研究では先行仮説のみに頼らず、人々のもつ
食品特有の認知要因を捉える必要があると
考え、事前にラダリング法による市民への個
別面接を行った。それを元にリスク知覚構造
の仮説を立て、リスクの大きさの評価に影響
を与える 21 の心理的な質問項目を作成した。   
質問紙調査により得られた 1,106人の 11種

類のハザードに対する認知データを、構造方
程式モデリング（SEM）により解析した。 
その結果、社会因子（大量報道、信頼）、

個人因子（知識、イメージ想起）、リスク特
性因子（健康被害の重大さ、体内蓄積・影響
遅延、制御困難）からなる食品由来リスクの
基本構造モデルを確定した（リスク研究学会
2014 年度予稿集）。そこに、「大量報道」に曝
されるほど、「悪影響のイメージが想起」さ
れ、「健康被害が重大」だと感じ、その結果、
リスク度とリスク削減必要度が高いと感じ
る、強い因果系列があることがわかった。「知
識」や「信頼」の影響は弱い。また、悪影響
の発生確率は規制措置によって低減される
が、危害が生じた時の深刻さに引きつけて認
識され、独立して認識されない。ここに、専
門家のリスク評価と市民の知覚のズレの根
源がみいだせる。このように、リスク知覚に
影響を与える要因を総合的に定量的に検証
しモデルを確定できた学術的意義は大きい。
さらに、O157 や残留農薬などの５つの高リス
ク知覚ハザードの知覚構造を確定し（論文 6）、
仏独米韓のモデルの論文を作成中である。 
②同じ質問項目を用いて、新たな調査を行

った。健康食品は、商品宣伝情報が多いため、
健康被害の認知がリスク知覚に影響を与え
ていないが、情報提供実験によって知識と健
康被害の認知が影響を与える知覚構造に変
化した（被験者は健康食品利用者 654 名、非利用
者 619名）（学会発表 9 ポスター賞を受賞）。 
③さらに、食品を介した放射性物質の健康

影響について、2011 年から 12 年まで数度の
調査を行った（男女各 1,236 名）。信頼の影響が
大きいが、大量報道にもかかわらず、報道や
知識の影響が小さい。にもかかわらずリスク
知覚へのイメージ想起の影響が大きく、イメ
ージの源泉は何かが問われる。情報提供実験
によっても知覚構造には大きな変化はなか
った（学会発表 2）。また、多母集団同時解析
により、事故後 1年は性差、時間変化による



知覚構造の目立った差はなく、知覚構造は堅
固であることが分かった（学会発表 3）。 
④さらに、放射性物質の健康影響のイメー

ジとその源泉を明らかにするために、34 名の
フォーカスグループ調査を行った。その結果、
小学生期に接した広島・長崎の原爆被爆、チ
ェルノブイリ原発事故の漫画や映像などが
源泉になっている例が多いことがわかり、今
次の事故のリスクが高線量被ばくの身体へ
の確定的影響のイメージに置き換えて認知
されていたことが確認された（学会発表 1）。 

- 2) 人々の情報理解について、①リスク情
報の統合プロセスを、遺伝子組換え食品を対
象に調査により解明した。信頼度の異なる複
数の情報源がある場合、市民より専門家の情
報が先に提示された方が統合されやすく（被
験者は全国の男女 1000 名）、対立情報は、専門
家の情報の方が統合されやすいが，事前態度
の影響を受ける（全国の男女 1600 名）。学会発
表し（11、14）、両成果を併せて国際誌に投
稿中である。②放射能リスクについても対立
情報の統合のプロセスを明らかにした（学会
発表 8、特別優秀発表賞を受賞）。③またリス
クリテラシーの構造を解明した（論文 4）。 

- 3) 情報理解と福島県産物に対する買控行
動について、二つの追跡調査を実施した。①
2011 年 9 月から 4 年後まで被災県，首都圏，
関西圏で継続的に調査し（男女各 1,752～707
人）、情報収集と知識、数値理解度と情報理解
度などの関係を明らかにした。②2011年 6月か
ら 2015年まで 8回にわたりWeb上で選択実験
を行い、情報開示、消費者のリスク態度、食品種
類、提供情報の信頼性との関係を調べた。その
結果、買い控え行動は消えておらず、事故直後
は食品の微少な汚染数値に反応した回避が強
かったが、7 ヶ月以降は汚染の程度によらず回
避されていることがわかった。ゼロリスク志向の
強まりと考えられる（学会発表 5、図書 1）。デー
タは世界的にも高い学術的な価値を持つ。 
 

(2) 課題 2 本研究において提示した双方向
リスクコミュニケーションモデルは、１．フ
ォーカスグループコミュニケーション（FC）
→２．コミュニケータ養成（TC）→３．各地
で多数行う普及コミュニケーション（EC）の
３つのステージから成る。FC は，行政担当
者を含む専門家チームが実施し、市民のグル
ープディスカッションを通じて，普及段階で
用いる原型科学情報を作成する。EC は，原
型情報を用いて地方自治体の担当者やその
他普及者により広く行われる。モデルの特徴
は、①提供する科学情報は、専門家の視点だ
けでなく、市民の疑問を把握しそれに応える
情報を入れて体系化する。②市民のグループ
ディスカッションにはファシリテータを置
かず、市民自身が納得のいくように議論を進
める（水平的議論）。この議論のなかで最初
の科学情報に対する疑問点をだし、2 回目の
議論のときにそれに応える情報を提供する。 

FCは震災直後の2011年6～8月に東京と京

都で実施（男女 51 人 8 グループ）、TC を京都大
学で 2012 年 6～7 月（7 名/兵庫県と連携）、11
月（公開講座 18 名）に実施、EC を 2012 年に
２自治体と１企業で実施し、前後のデータを
とった。提供情報の作成には、放医研明石理
事、消費者庁、小澤連携研究者の協力を得た。
FC の事後調査では、1 回目の疑問に応える情
報、詳細な情報により理解が進んだと評価し
た参加者が多く、事前知識の低かった、高線
量被ばくと低線量被ばくの違い、低線量被ば
く時の DNA の修復、不完全修復と発癌など
生物学的メカズムの知識が顕著に向上し、リ
スク特性認知のバランスも向上した。 
課題 1-1)において明らかになった強いイメ

ージ想起による置き換えを緩和するには、相
当に精緻な情報吟味のプロセスを確保でき
るようなコミュニケーションが必要であり、
本モデルはそれに適合するものである。 
 結果を国内外で学会発表し（10）、公表し
た（論文 1,5,8, 図書 2）。国際会議への招待講
演（1～5）が増えており、モデルと検証デー
タへの関心が高まっている。新聞報道もされ
た（1～3）。とりまとめた科学情報は HP、『農
業と経済』誌（2012 年臨増）に公表した。 
同じモデルにより、健康食品について FC

実験を実施し、科学的認識にとどまらず市民
のリスク情報の探索行動の向上にも効果を
確認できた（学会発表 4）。 
 

(3) 課題 3 東北大震災の後、課題１と課題２
に重点をおく必要ができたこと、また、食生
活の実態がわかる統計的なデータが欠如し
ていることが分かり、Web 上で詳細な食事実
態調査を実施したため、当初の目標には届か
なかったが、フードコミュニケーションテキ
ストの構想を立てることができた。 
 

(4) 課題 4 持続的なフードシステムの形成
に向けて、① 生産者～小売業者間のパワー
バランスを計測（論文投稿中）、牛乳や卵な
ど食品価格の上方硬直性を大手量販店の食
品の特売・低価格販売と消費者の認知的な内
的参照価格による価格判断メカニズムから
説明した（論文 11）。② 前後の取引先、地域
との三方よしの共存をめざす食品事業経営
の倫理的行動のケーススタディを行ってき
た。2015 年に出版予定である。③ 有機農産
物の産消提携関係を対象に農業者と消費者
の倫理的関係について国内外の調査を行い、
消費者視点から生活者視点へ、社会制度の改
善につながる関係者によるカウンシルの形
成の方向をみいだした。結果を国内外の学会
で報告（6,12）、論文公表し（2,9,12）、図書の
原稿を作成中である。国際会議など海外の招
待講演（6,7）においても好評を得ている。 
 

(5) 課題 5 食品安全・衛生の専門職業を確立
するために、① 地方自治体の農林・厚生行
政領域にまたがる技術職配置の全国調査を
実施した。78.3%の高回収率を得、初めての



広域調査でもあり学術的意義は大きい。結果
を英国の公衆衛生学会で報告し（7）、一部論
文公表した（7,10）。② 海外 6 カ国の食品衛
生・公衆衛生の中央政府・地方自治体組織、
専門職業組織、および大学の専門職養成の高
等教育カリキュラムにわたる調査を実施し
た。これらについても過去にまとまった情報
はなく、専門職養成の高等教育、専門職の登
用、就業後教育の制度が充実している諸国か
ら得られた知見は大きい。海外の専門職業組
織調査結果を公表した（論文 3、図書 3）。 
 

(6) その他：国際シンポジウムの開催など 
①課題１、２、４をあわせトロント大学の研
究者と共催シンポジウム(1)を開催、日本側の
各講演は好評を得、大きく新聞報道(1)された。
②課題４の農業経営の持続的存続のために、
仏・Agropolis International、独・ゲッティン
ゲン大学と連携して 2 回のワークショップを
開催し(1,2)、認識を共有した。③各課題の成
果の市民や食品事業者、行政への還元のため
に計 10 回の連続シンポジウム（3）を開催し、
多くのの参加を得て、好評を博してきた。 
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Meeting, Dec. 8-11, 2014, Denver, U.S. 
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awareness of beef in Japan. 14th AAAP 
congress, 2010 年 8 月, 台湾, 高雄 

14. .Iseki, R. et al., Age Differences in Source 
Memory for Scientific Web-Texts. The 
Twentieth Annual Meeting of Society for Text 
& Discourse, Aug. 16, 2010, Chicago, U.S. 

 
〔図書〕（計 19 件） 

1. 佐藤真行・栗山浩一「東日本大震災後の食
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http://www.agribusiness.kais.kyoto-u.ac
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Communication on the Health Effects of 
Radioactive Substances through Food. 
International  Conference ‘Wisdom for 
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